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はじめに

統一地方選も終わり、我々の公契約運動も仕
切り直しを求められている。統一地方選では、
公契約条例がまだ制定されていない札幌市にお
いて、市長及び市議会議員の立候補予定者に対
する公開質問などに取り組んだが、北海道で唯
一の公契約条例（いわゆる理念型条例）を有し
ている旭川市は、その後どうなっただろうか１。
旭川市をあらためて訪問してその後の状況を伺
おうと市の担当者に連絡をとったが、 ６月は議
会対応など多忙という事情で調査は ７月以降に
先送りになった。
そこで本稿では、調査に先立って、旭川市が
継続して行っている、市発注工事に従事する労
働者の賃金調査（「旭川市労働者賃金等の実態
調査（工事）」）の結果を紹介する。同様の調査
は、札幌市でも行われている（「札幌市工事請
負契約に係る労働者賃金実態調査」）。あわせて
紹介をする２。
以下、両市の調査を「工事賃金調査」と呼ぶ。
公共工事設計労務単価は、設計労務単価と呼ぶ。

川村　雅則

旭川市及び札幌市における
労働者賃金調査（工事）結果の紹介

旭川市の工事賃金調査の結果

旭川市の調査は、設計金額５００万円以上の建
設工事で、なおかつ、 ４月 １日から（年度によ
って異なるが） ８～１０月末までの間に １日以上
施工期間が含まれるものが対象である。調査が
開始された２０１９年度以降の調査の概要を表 １に
まとめた。
２０２２年度の平均労働賃金単価は１４，３４１円で、

２１年度に比べて６５９円、４．８％増加している。
但し、２２年度の設計労務単価（表 １の注釈を
参照）は、21年度の１９，４４５円から２０，８３４円にま
で（１，３８９円、７．１％）増加しているため、２２年
度の同単価比は６８．８％にまで低下している。
ちなみに、旭川市の調査結果をまとめた「集
計表」としては、次のものが公表されている。
すなわち、（ １）職種別総括表（詳細、前年調
査との比較）、（ ２）年齢層別、（ ３）経験年数
層別、（ ４）就業形態別、（ ５）月給制・日給制
別、（ ６）元請・下請別、（ ７）設計労務単価と
の比較、（ ８）外国人労働者の状況、（ ９）法定
外労災保険の加入状況と週休 ２日制取組状況、
である（いずれの名称も同市調査による）。集

２０１９年度 ２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

有効回答 ２０５社・８８８人・２８職種 ２２８社・８１１人・３２職種 １４３社・５９４人・２７職種 １６７社・６５９人・３０職種

労働賃金単価 １３，７１７円 １４，０５９円 １３，６８２円 １４，３４１円

設計労務単価 １９，２６０円 １９，８７３円 １９，４４５円 ２０，８３４円

設計労務単価比 ７１．２％ ７０．７％ ７０．４％ ６８．８％

表 １　旭川市の「工事賃金調査」結果の概要（２０１９～２０２２年度）

注：設計労務単価は、北海道では回答が示されていないものは除いて算出されている。よって各年度の対象は、建具工を除く２７職種（１９年度）、
石工・屋根ふき工を除く３０職種（２０年度）、石工・ブロック工を除く２５職種（２１年度）、石工を除く２９職種（２２年度）である。
出所：旭川市「工事賃金調査」より作成。
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計表は、旭川市のウェブサイトの「労働者賃金
等の実態調査（工事）について」ページに掲載
されているので参照されたい。
表 ２は、主要１２職種の調査結果と全体（全職
種）の調査結果について、上記の「（ １）職種
別総括表」と「（ ７）設計労務単価との比較」
に基づき、整理をしたものである。
人数の少ない職種もあるので注意が必要であ
る。最も人数の多い「普通作業員」をみると、
労働賃金単価の平均額は１２，４７８円で、設計労務
単価１８，０００円の６９．３％にとどまる。なお、同単
価比が７０％に満たない労働者の割合は５２．１％を

占め、同じく６０％に満たない労働者の割合も
３０．９％を占める。

設計労務単価が引き上げられていることもあ
って、全職種でみても、設計労務単価比が７０％
に満たない者は５５．４％、同じく６０％に満たない
者は３２．０％と過去 ４年間で最も多くなっている。

札幌市の調査結果

札幌市の調査は、設計金額 ３億円以上の工事
から年１０件が抽出されて行われている。２０２２年
度は土木系工種 ５件、営繕系工種 ５件で調査が
行われた。表 ３は、札幌市の「工事賃金調査」

Ａ Ｂ

労働者数
（人）

平均年齢
（歳）

平均経験
年数（年）

労働賃金単価（円） 労働者数
（人）

設計労務
単価（円）

設計労務
単価比
（％）

設計労務
単価比７０
％未満の
割合（％）

設計労務
単価比６０
％未満の
割合（％）

平均額 最高額 最低額

ａ ｂ ａ／ｂ

特殊作業員 ６４ ４７ １７ １５，２０５ ２３，２６９ ８，７８８ ６４ ２２，１００ ６８．８ ６２．５ ２１．９

普通作業員 ２３６ ４７ １６ １２，４７８ ２１，０４１ ７，１４８ ２３６ １８，０００ ６９．３ ５２．１ ３０．９

軽作業員 １４ ５０ １５ １１，２４９ １３，９２５ ７，２３２ １４ １５，５００ ７２．６ ４２．９ ２８．６

とび工 ３２ ３８ １６ １６，１７６ ２８，５８７ ９，０００ ３２ ２５，１００ ６４．４ ６５．６ ５０．０

鉄筋工 ９ ４５ ２２ １４，３５０ １８，７９２ １０，５９３ ９ ２５，８００ ５５．６ ８８．９ ６６．７

運転手（特殊） ３１ ５３ ２６ １７，１６９ ２４，８６９ ９，９３９ ３１ ２２，４００ ７６．６ ２９．０ １２．９

運転手（一般） ２２ ５３ ２３ １３，６７３ ２０，４９３ １０，３３３ ２２ １８，６００ ７３．５ ４５．５ １３．６

型わく工 １８ ５４ ３０ １４，７２７ １７，７２８ １２，７０４ １８ ２４，７００ ５９．６ ８３．３ ５５．６

大工 １ ７０ ４４ １７，１４３ １７，１４３ １７，１４３ １ ２５，７００ ６６．７ １００．０ ０．０

左官 ６ ３７ １８ １３，４００ １７，５１６ ８，４２８ ６ ２５，１００ ５３．４ １００．０ ６６．７

交通誘導員Ａ ２２ ５１ １７ １１，３５１ １５，７０３ ８，７１８ ２２ １５，２００ ７４．７ ３６．４ ４．５

交通誘導員Ｂ １６ ５３ １１ １１，２８０ １７，３９１ ８，１８３ １６ １２，６００ ８９．５ １８．８ ０．０

全職種 ６５９ ４７ １９ １４，３４１ ３１，１８５ ７，１４８ ６５７ ２０，８３４ ６８．８ ５５．４ ３２．０

同（２０２１年度） ５９４ ４８ １９ １３，６８２ ３０，６９８ ６，５０６ ５９１ １９，４４５ ７０．４ ５１．８ ２９．３

同（２０２０年度） ８１１ ４７ １９ １４，０５９ ６０，５５８ ６，２３５ ８００ １９，８７３ ７０．７ ５２．３ ２９．９

同（２０１９年度） ８８８ ４８ ２０ １３，７１７ ４７，２０７ ６，４０９ ８８１ １９，２６０ ７１．２ ５４．５ ３０．１

表 ２　旭川市の職種別にみた、労働者の平均年齢・平均経験年数・労働賃金単価及び設計労務単価・設計労務単価比（２０２２年度）

注：表の左半分（Ａ）は（ １）職種別総括表から、右半分（Ｂ）は（ ７）設計労務単価との比較から、それぞれ作成した。
出所：表 １に同じ。

表 ３　札幌市の「工事賃金調査」結果の概要（２０２０～２０２２年度）

注 １：有効回答の事業者数は、回答のあった事業者から「対象外事業者」を除いた数値。
注 ２：調査平均額、設計労務単価はともに提出のあった職種の加重平均値（２０年度は２５職種、２１年度は２８職種、２２年度は３１職種）。
出所：札幌市「工事賃金調査」より作成。

２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度
有効回答 ９６社・２９６人・２５職種 ７５社・２４１人・２８職種 １３２社・４９０人・３１職種
調査平均額（時間額） １，８７１円 １，８５７円 １，９３５円
設計労務単価 ２，４７６円 ２，６２１円 ２，６６３円
設計労務単価比 ７５．６％ ７０．９％ ７２．７％
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結果の概要を整理したものである。
２２年度の結果をみると、まず有効回答が４９０
人まで増えている。賃金の調査平均額（時間額）
は１，９３５円、設計労務単価比は７２．７％で、２１年
度に比べて、前者は７８円（４．２％）、後者は１．８
ポイント、それぞれ増加している。
表 ４は、主要１２職種について、賃金の調査平
均額、設計労務単価及び同単価比をまとめたも
のである。職種別の回答者数が示されておらず
不明である３ことに注意が必要であるが、先に
みた、旭川市ではおよそ７０％にとどまっていた

「普通作業員」の設計労務単価比は、過去 ２年
に引き続き、今年度も８０％に達している。

まとめに代えて

旭川市と札幌市が行っている工事分野での賃
金調査の結果をみてきた。
この間も述べてきたとおり、調査が自治体（行
政）によってまだ行われていないなら、実施を
求めていくことが急がれる課題である。新・担
い手三法の趣旨に照らしても、事業パートナー
である民間事業者でどのような賃金・労働条件
にあるかの積極的な把握作業は、発注者に求め
られることではないか。もちろんそれは、地域
建設産業で働き続けられる環境づくりや地域内

経済循環の構築にとっての第一歩に過ぎない4。
例えば旭川市の調査（事業者からの聞き取り
調査）によれば、「設計労務単価に準じ賃金を
支給する考えのない事業者」からは、「仕事が
沢山あり利益があれば反映したいが、そうでな
いので困難と考える」、「単価上昇分を発注者か
らもらえない状況である。民間工事でもらおう
とすると、発注者が他社へ仕事を頼むこととな
る」などの意見が示されている。労働力〔確保〕
についても、「〔求人を出しても〕問合せがない」、
「入社しても長続きせず、すぐ辞める」、「応募
者がいないのは ３ K、 ４ Kの外仕事がほとんど
のためと考えられる」と述べられている。
市村（２０２２）が整理しているとおり、賃金の
引き上げや人への投資が中央政府の政策的な課
題として取り上げられている。もっとも、具体
的な道筋や実効性ある政策内容は必ずしも示さ
れていない。今回の両市の調査でも、調査で明
らかにされた賃金額の平均は、設計労務単価の
７０％前後であった。賃上げの必要性が指摘され
ていながら、なぜ７０％にとどまるのか。何が賃
上げの障害になっているのか。賃上げを実現す
るためにも、地域の建設産業のトータルな現状
把握がまずは求められている。
あわせて、物流業に注目が集まっているが、

２０２０年度 ２０２１年度 ２０２２年度

調査平均額
（円）

設計労務
単価（円）

設計労務
単価比（％）

調査平均額
（円）

設計労務
単価（円）

設計労務
単価比（％）

調査平均額
（円）

設計労務
単価（円）

設計労務
単価比（％）

特殊作業員 １８，１２０ ２１，１００ ８５．９ １４，２６４ ２１，１００ ６７．６ １７，５２０ ２２，１００ ７９．３

普通作業員 １３，８５６ １７，３００ ８０．１ １４，１５２ １７，３００ ８１．８ １４，６９６ １８，０００ ８１．６

軽作業員 ８，８３２ １４，４００ ６１．３ １６，０８８ １４，５００ １１１．０ １３，１７６ １５，５００ ８５．０

とび工 １６，２３２ ２３，７００ ６８．５ １５，０２４ ２３，７００ ６３．４ １６，１６８ ２５，１００ ６４．４

鉄筋工 １５，８３２ ２４，２００ ６５．４ １５，９２８ ２４，２００ ６５．８ １７，８１６ ２５，８００ ６９．１

運転手（特殊） １５，５２８ ２０，７００ ７５．０ １４，８７２ ２０，９００ ７１．２ １５，７２０ ２２，４００ ７０．２

運転手（一般） １２，７２８ １７，６００ ７２．３ １１，９０４ １７，６００ ６７．６ １２，２１６ １８，６００ ６５．７

型わく工 １５，３１２ ２３，３００ ６５．７ ２０，４０８ ２３，３００ ８７．６ １８，２８０ ２４，７００ ７４．０

大工 １７，０８０ ２５，１００ ６８．０ ２５，１００ ― ２５，７００ ―

左官 １３，６５６ ２５，１００ ５４．４ １２，７２８ ２５，１００ ５０．７ １４，９２８ ２５，１００ ５９．５

交通誘導警備員Ａ ９，８０８ １３，９００ ７０．６ １０，８４０ １４，６００ ７４．２ １０，２９６ １５，２００ ６７．７

交通誘導警備員Ｂ ９，７１２ １１，８００ ８２．３ １０，９７６ １２，０００ ９１．５ ９，８５６ １２，６００ ７８．２

表 ４　札幌市の職種別にみた調査平均額・設計労務単価・設計労務単価比（２０２０～２０２２年度）

注：調査平均額は「 １日あたり」の金額。
出所：２０２０年度、２０２１年度の数値は、川村（２０２２）より転載。
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建設業においても、時間外労働の罰則付上限規
制が２０２４年 ４ 月から適用される。働き方改革は、
建設業でも文字どおり待ったなしである。国土
交通省「持続可能な建設業に向けた環境整備検
討会」など、中央政府ではそのための政策論議
も進んでいる。図 １は、委員として同検討会に
参加した惠羅（２０２３）が紹介しているものだが、
労務費の圧縮を原資としたこれまでの廉売行為
を制限し、見える化された必要労務費がどの層
でも保障されることになれば、不要な請負構造
は解消され、賃金の適正化が期待されるだろう。
中央でのこうした政策論議を注視しながら自治
体・地方政府レベルでそれを実現していくこと
が必要になる。調査・研究機能や政策立案機能
が自治体議員・議会の側にこれまで以上に求め
られることになるだろう5。そのための準備は
労働組合の側にできているだろうか。
（かわむら　まさのり　北海学園大学教授）

１．旭川市からお話しを聞かせてもらったのが２０２１
年 ５ 月なので、 ２年も経過してしまった。当時の
調査結果は、「旭川市における公契約条例の経験
──聞き取り調査等に基づき」と題して、本誌第
１９９号（２０２１年 ９ 月号）から第２０１号（２０２２年 １ 月号）
までの ３回に分けて報告した。

２．札幌市の調査結果などは、以前に、川村（２０２２）
にまとめているので参照されたい。
３．川村（２０２２）にも書いたが、札幌市の調査結果
の集計・発表の方法は限定的である。今年度も、
情報照会に対して、「結果概要」A ４ 用紙 ２枚が提
供されたのみである。
４．このテーマについては、岡田（２０２３）を参照。
５．公契約運動の奥行きの深さや可能性については、
川村（２０２３）を参照。
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図 １　上流から下流ではなく、必要経費の積み上げとしての賃金決定構造へ

資料：国土交通省「持続可能な建設業に向けた環境整備検討会」第 ９回（２０２３年 ３ 月２９日）配布資料 pp．２８―２９より作成。
出所：タイトルを含め惠羅（２０２３）p．２１より転載。
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